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平成２０年度子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）の運営について 

 

 

標記については、「平成２０年度子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）の交付につ
いて」（平成２１年３月５日２０文科初第１２７８号・厚生労働省発雇児第 0305005 号）をもって
通知されたところであるが、今般、別紙のとおり「安心こども基金管理運営要領」を定め、平成２
１年１月２７日から適用することとしたので通知する。 

なお、本通知については、速やかに管内市町村に通知されたい。 
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別紙 

 

安心こども基金管理運営要領 

 

 

第１ ～ 第６ 略 
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別添４３ 

 

児童相談所一時保護施設整備事業 

 

１ 事業の目的  
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２ 事業の内容 

（１）～（３） 略 

 

 （４）事業の実施期限 

令和６年３月３１日とする。ただし、令和５年度中に施設整備に着手し、令和６年度中に完了が見込まれる

場合には、施設整備が完了する月の末日又は令和７年３月 31日のいずれか早い日とする。なお、予見できな

い事由等により令和７年３月 31日までに事業が完了しない特別な理由がある場合には、施設整備が完了する

月の末日までとすることを可能とする。 
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別　添

（定義）

１　本運営要領において、「施設整備」とは、次の表の種類ごとに掲げる整備内容をいう。

整　備　区　分

創　　設

大規模修繕等
（耐震化整備事業を含

む）

増　　築

増　改　築

改　　築

老朽民間児童
福祉施設整備

国 都道府県 市町村

（１）保育所等整備事業

○保育所緊急整備事業（別添１）

 2/3 － 1/12

 1/2 －  1/4

○小規模保育整備事業（別添１の２）

 2/3 ー 1/12

○賃貸物件による保育所等整備事業（別添２） 市町村
別添２の２（５）に定め

る期限

 2/3 － 1/12

 1/2 －  1/4

○子育て支援のための拠点施設整備事業（別添３） 市町村  1/2 －  1/2
別添３の２（５）に定め

る期限

○放課後児童クラブ設置促進事業（別添４）
指定都市
中核市

 1/3 －  2/3
別添４の２（４）に定め

る期限

上記以外
の市町村

 1/3  1/3  1/3

（２）広域的保育所利用事業（別添５） 市町村  1/2 －  1/2
平成２６年度末

自園の保育士による保育所入所児童の送迎サービスを実施する。

別添１の２　２（５）に

定める期限
　小規模保育事業所の施設整備費の補助を実施する。また、待機児童が多く、財政力
が乏しい市町村における保育所の新設等について、追加的財政措置を行う。 平成２６年度末

（別添１に規定する保育所緊

急整備事業、別添１の２に規

定する小規模保育整備事業、

別添２に規定する賃貸物件に

よる保育所整備事業、別添３

に規定する子育て支援のため

の拠点施設整備事業、別添４

に規定する放課後児童クラブ

設置促進事業、別添６に規定

する家庭的保育改修等事業、

別添６の５に規定する認可化

移行総合支援事業、別添７の

３に規定する認可外保育施設

保育士資格取得支援事業、別

添７の４に規定する保育士修

学資金貸付事業、別添７の６

に規定する保育教諭確保のた

めの保育士資格取得支援事

業、別添７の７に規定する幼

稚園教諭免許状を有する者の

保育士資格取得支援事業、別

添７の８に規定する保育所等

保育士資格取得支援事業、別

添８に規定する認定こども園

整備事業及び別添９の１に規

定する小規模保育設置促進事

業を除く。）

20年度交付要綱４(１)
21年度交付要綱４(１)
ア、イ及びウ
22年度交付要綱４(１)
23年度交付要綱４(４)
24年度交付要綱４(１)
25年度交付要綱４(１)
26年度交付要綱４(１)
27年度交付要綱４(１)
28年度交付要綱４(１)

別添１の２（５）に定め

る期限　保育所（公立を除く）の施設整備費の補助を実施する。また、待機児童が多く、財
政力が乏しい市町村における保育所の新設等について、追加的財政措置を行う。

○別添1の３（１）に該当す
る市町村

既存施設の現在定員の増員を図るための増築整備をするとともに既存施設の改築整備（一部改築を含
む。）をすること。

既存施設の現在定員の増員を行わないで改築整備（一部改築を含む。）をすること。

＊改築部分については老朽民間児童福祉施設整備の対象とすることができる。
＊地すべり防止危険か所等危険区域に所在する施設の移転整備（増改築及び改築）については、令和５
年８月22日こ成事第430号こども家庭庁成育局長通知「地すべり防止危険か所等危険区域に所在する施
設の移転整備について」に準じて取り扱う。

２　本運営要領において、「特別対策事業」とは、次の表に掲げる事業をいい、④欄の実施主体が②欄の事業内
　容を実施する場合、⑤欄に掲げる補助率を適用することとする。

①区分 ②事業内容 ③交付額の根拠 ④実施主体
⑤補助率

⑥事業実施期限 ⑦精算時期

子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）による特別対策事業

種　　類 整　　備　　内　　容

新　　設 新たに施設を整備すること。

修　　理

既存施設について令和５年８月22日こ成事第426号こども家庭庁成育局長通知「次世代育成支援対策施
設整備交付金における大規模修繕等の取扱いについて」を準用し整備をすること。

地震防災上倒壊等の危険性のある建物の耐震化又は津波対策としての高台への移転を図るため、改築又
は補強等の整備を行う事業（以下「耐震化等整備事業」という）においては、既存施設の耐震補強のた
めに必要な補強改修工事や当該工事と併せて付帯設備の改造等を行う次の整備をすること。
　①給排水設備、電気設備、ガス設備、冷暖房設備、消防用設備等付帯設備の改造工事
　②その他必要と認められる上記に準ずる工事

整　　備
社会福祉法人が設置する施設について令和５年８月22日こ成事第431号こども家庭庁成育局長通知「老
朽民間児童福祉施設等の整備について」を準用し改築整備（一部改築を含む。）をすること。

改　　造

既存施設の現在定員の増員を図るための整備をすること。

1
　
保
育
サ
ー

ビ
ス
等
の
充
実
（

文
部
科
学
省
関
係
を
除
く
）

○別添１の２　３（２）に該当す

る市町村

 1/2 － 1/4

21年度交付要綱４(１)
エ及びオ
22年度交付要綱４(１)
23年度交付要綱４(４)
24年度交付要綱４(１)
25年度交付要綱４(１)

市町村

○別添1の３（２）に該当する市町

村

市町村

20年度交付要綱４(１)
22年度交付要綱４(１)
23年度交付要綱４(４)
24年度交付要綱４(１)

　小学校内等において教材等の保管場所として使用されている空き教室等を、放課後
児童クラブを実施するために必要な建物改修、倉庫設備の設置のための経費の補助を
実施する。

○別添１の２　３（１）に該当す

る市町村

○別添２の３（１）に該当す
る市町村

○別添２の３（２）に該当す
る市町村

20年度交付要綱４(１)
22年度交付要綱４(１)
23年度交付要綱４(４)
24年度交付要綱４(１)
26年度交付要綱４(１)

　子育て支援のための拠点施設の施設整備費の補助を実施する。 

　都市部を中心として、賃貸物件による保育所等の設置を促進するため、賃借料、改
修費等の補助を実施する。   ※公立保育所を除く
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る期限

 2/3 － 1/12

 1/2 －  1/4

○子育て支援のための拠点施設整備事業（別添３） 市町村  1/2 －  1/2
別添３の２（５）に定め
る期限

○放課後児童クラブ設置促進事業（別添４）
指定都市
中核市

 1/3 －  2/3
別添４の２（４）に定め

る期限

上記以外
の市町村

 1/3  1/3  1/3

（２）広域的保育所利用事業（別添５） 市町村  1/2 －  1/2
平成２６年度末

自園の保育士による保育所入所児童の送迎サービスを実施する。

別添１の２　２（５）に
定める期限

　小規模保育事業所の施設整備費の補助を実施する。また、待機児童が多く、財政力
が乏しい市町村における保育所の新設等について、追加的財政措置を行う。 平成２６年度末

（別添１に規定する保育所緊

急整備事業、別添１の２に規
定する小規模保育整備事業、
別添２に規定する賃貸物件に
よる保育所整備事業、別添３

に規定する子育て支援のため
の拠点施設整備事業、別添４
に規定する放課後児童クラブ
設置促進事業、別添６に規定
する家庭的保育改修等事業、

別添６の５に規定する認可化
移行総合支援事業、別添７の
３に規定する認可外保育施設
保育士資格取得支援事業、別
添７の４に規定する保育士修

学資金貸付事業、別添７の６
に規定する保育教諭確保のた
めの保育士資格取得支援事
業、別添７の７に規定する幼
稚園教諭免許状を有する者の

保育士資格取得支援事業、別
添７の８に規定する保育所等
保育士資格取得支援事業、別
添８に規定する認定こども園

整備事業及び別添９の１に規
定する小規模保育設置促進事
業を除く。）

20年度交付要綱４(１)
21年度交付要綱４(１)
ア、イ及びウ
22年度交付要綱４(１)
23年度交付要綱４(４)
24年度交付要綱４(１)
25年度交付要綱４(１)
26年度交付要綱４(１)
27年度交付要綱４(１)
28年度交付要綱４(１)

別添１の２（５）に定め
る期限　保育所（公立を除く）の施設整備費の補助を実施する。また、待機児童が多く、財

政力が乏しい市町村における保育所の新設等について、追加的財政措置を行う。
○別添1の３（１）に該当す
る市町村

既存施設の現在定員の増員を図るための増築整備をするとともに既存施設の改築整備（一部改築を含
む。）をすること。

既存施設の現在定員の増員を行わないで改築整備（一部改築を含む。）をすること。

＊改築部分については老朽民間児童福祉施設整備の対象とすることができる。
＊地すべり防止危険か所等危険区域に所在する施設の移転整備（増改築及び改築）については、令和５
年８月22日こ成事第430号こども家庭庁成育局長通知「地すべり防止危険か所等危険区域に所在する施
設の移転整備について」に準じて取り扱う。

２　本運営要領において、「特別対策事業」とは、次の表に掲げる事業をいい、④欄の実施主体が②欄の事業内
　容を実施する場合、⑤欄に掲げる補助率を適用することとする。

①区分 ②事業内容 ③交付額の根拠 ④実施主体
⑤補助率

⑥事業実施期限 ⑦精算時期

子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）による特別対策事業

種　　類 整　　備　　内　　容

新　　設 新たに施設を整備すること。

修　　理

既存施設について令和５年８月22日こ成事第426号こども家庭庁成育局長通知「次世代育成支援対策施
設整備交付金における大規模修繕等の取扱いについて」を準用し整備をすること。

地震防災上倒壊等の危険性のある建物の耐震化又は津波対策としての高台への移転を図るため、改築又
は補強等の整備を行う事業（以下「耐震化等整備事業」という）においては、既存施設の耐震補強のた
めに必要な補強改修工事や当該工事と併せて付帯設備の改造等を行う次の整備をすること。
　①給排水設備、電気設備、ガス設備、冷暖房設備、消防用設備等付帯設備の改造工事
　②その他必要と認められる上記に準ずる工事

整　　備
社会福祉法人が設置する施設について令和５年８月22日こ成事第431号こども家庭庁成育局長通知「老
朽民間児童福祉施設等の整備について」を準用し改築整備（一部改築を含む。）をすること。

改　　造

既存施設の現在定員の増員を図るための整備をすること。
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○別添１の２　３（２）に該当す
る市町村

 1/2 － 1/4

21年度交付要綱４(１)
エ及びオ
22年度交付要綱４(１)
23年度交付要綱４(４)
24年度交付要綱４(１)
25年度交付要綱４(１)

市町村

○別添1の３（２）に該当する市町
村

市町村

20年度交付要綱４(１)
22年度交付要綱４(１)
23年度交付要綱４(４)
24年度交付要綱４(１)

　小学校内等において教材等の保管場所として使用されている空き教室等を、放課後
児童クラブを実施するために必要な建物改修、倉庫設備の設置のための経費の補助を
実施する。

○別添１の２　３（１）に該当す

る市町村

○別添２の３（１）に該当す
る市町村

○別添２の３（２）に該当す
る市町村

20年度交付要綱４(１)
22年度交付要綱４(１)
23年度交付要綱４(４)
24年度交付要綱４(１)
26年度交付要綱４(１)

　子育て支援のための拠点施設の施設整備費の補助を実施する。 

　都市部を中心として、賃貸物件による保育所等の設置を促進するため、賃借料、改
修費等の補助を実施する。   ※公立保育所を除く
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国 都道府県 市町村

（３）家庭的保育改修等事業（別添６）
別添６の２（３）に定め

る期限

○家庭的保育改修等事業 市町村

　家庭的保育事業の実施場所に係る改修費及び賃借料の補助を実施する。　

 2/3 －  1/3

 1/2 －  1/2

○家庭的保育者等研修事業 都道府県  1/2  1/2 －

市町村  1/2 －  1/2

（４）待機児童解消加速化プラン強化事業

市町村  1/3  1/3  1/3 平成２５年度末

指定都市
中核市

 1/3 -  2/3

平成２５年度末

市町村  1/2  1/4  1/4

指定都市
中核市

 1/2 －  1/2

1/2 － 1/4

2/3 － 1/12

1/2 － 1/2

市町村 1/3 1/3 1/3

指定都市
中核市

1/3 － 2/3

市町村  1/2  1/4  1/4

指定都市
中核市

 1/2 －  1/2

市町村 定額 － －

市町村 － － 平成２６年度末

都道府県  1/2  1/2 －

市町村 2/3 － 1/12

（５）子育て支援交付金からの移行事業 平成２５年度末

⑤補助率
①区分 ②事業内容 ③交付額の根拠 ④実施主体 ⑥事業実施期限 ⑦精算時期

　
（

文
部
科
学
省
関
係
を
除
く
）

1
　
保
育
サ
ー

ビ
ス
等
の
充
実

平成２６年度末

（別添１に規定する保育所緊

急整備事業、別添１の２に規

定する小規模保育整備事業、

別添２に規定する賃貸物件に

よる保育所整備事業、別添３

に規定する子育て支援のため

の拠点施設整備事業、別添４

に規定する放課後児童クラブ

設置促進事業、別添６に規定

する家庭的保育改修等事業、

別添６の５に規定する認可化

移行総合支援事業、別添７の

３に規定する認可外保育施設

保育士資格取得支援事業、別

添７の４に規定する保育士修

学資金貸付事業、別添７の６

に規定する保育教諭確保のた

めの保育士資格取得支援事

業、別添７の７に規定する幼

稚園教諭免許状を有する者の

保育士資格取得支援事業、別

添７の８に規定する保育所等

保育士資格取得支援事業、別

添８に規定する認定こども園

整備事業及び別添９の１に規

定する小規模保育設置促進事

業を除く。）

20年度交付要綱４(３)
21年度交付要綱４(１)
カ、キ及びク
22年度交付要綱４(１)
23年度交付要綱４(４)
24年度交付要綱４(１)
25年度交付要綱４(１)
26年度交付要綱４(１)
27年度交付要綱４(１)
28年度交付要綱４(１)

○別添６の３（１）に該当す
る市町村

○別添６の３（２）に該当す
る市町村

20年度交付要綱４(３)
21年度交付要綱４(１)
カ及びキ
22年度交付要綱４(１)
23年度交付要綱４(４)
24年度交付要綱４(１)

○別添６の３　３（２）①ア
に該当する場合

設備運営基準第３２条及び第３３条に規定する保育所に係る設備及び職員配置に関す
る基準を満たす認可外保育施設等に対し、運営に要する費用の一部の補助を実施す
る。

○別添６の３　３（２）①イ
に該当する場合

○別添６の３　３（２）②ア
に該当する場合

○別添６の３　３（２）②イ
に該当する場合

　
　家庭的保育者等の研修を実施するための費用の補助を実施する。

○グループ型小規模保育事業（別添６の２）
23年度交付要綱４(４)
24年度交付要綱４(１)

グループ型小規模保育の実施に必要な費用の補助を実施する。

○認可外保育施設運営支援事業（別添６の３）

23年度交付要綱４(４)
24年度交付要綱４(１)
25年度交付要綱４(１)

○認可化移行総合支援事業（別添６の５）

26年度交付要綱４(１)
27年度交付要綱４(１)
28年度交付要綱４(１)

○別添６の５　７（１）、
（２）に該当する場合

別添６の５の５に定める

期限

認可保育所又は認定こども園への移行を希望する認可外保育施設に対して、移行にあ
たって必要となる経費の補助を実施する。

○別添６の５　７（３）に該
当する場合

○別添６の３　３（２）③に
該当する場合

○地域型保育・子育て支援モデル事業（別添６の４）

23年度交付要綱４(４)
24年度交付要綱４(１)
25年度交付要綱４(１)

定額
（1/2相
当）

小規模な保育や地域子育て支援事業のほか放課後児童クラブなどを組み合わせた多機
能の保育事業の実施により、潜在的な保育需要を考慮した積極的な待機児童解消を図
るモデル事業に対して補助を実施する。

○養育支援訪問事業（別添６の８）

市町村

 1/2 -  1/2

養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等
を行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保するための事業に対して補助
を実施する。

平成２６年度末保育所整備等の促進のため、土地等所有者と保育所を運営する法人等のマッチングを
行うための経費の補助を実施する。

○乳児家庭全戸訪問事業（別添６の７）

24年度交付要綱４(１)

市町村

 1/2 -  1/2

生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や
養育環境等の把握を行う事業に対して補助を実施する。

○民有地マッチング事業（別添６の６）

26年度交付要綱４(１) 都道府県  1/2  1/2 －

○子育て短期支援事業（別添６の１０）

市町村

 1/2 -  1/2

短期入所生活援助（ショートステイ）事業、夜間養護等（トワイライトステイ）事業
として、市町村が行う事業に対して補助を実施する。

○ファミリー・サポート・センター事業（別添６の９）

市町村

 1/2 -  1/2

地域における育児の相互援助活動を推進するとともに、病児・病後児の預かり、早
朝・夜間等の緊急時の預かりなど多様なニーズへの対応を図るための事業に対して補
助を実施する。

○一時預かり事業（別添６の１２）

市町村

 1/2 -  1/2

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼
間、保育所その他の場所において、一時的に預かり、必要な保護を行う事業の補助を
実施する。

○地域子育て支援拠点事業（別添６の１１）
市町村

 1/2 -  1/2

地域子育て支援拠点事業の実施に必要な費用の補助を実施する。

○子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業（別添６の１４）

市町村

 1/2 -  1/2

子どもを守る地域ネットワークの調整機関職員や関係機関等の専門性強化、同ネット
ワーク構成員の連携強化等を図るための事業に対する補助を実施する。

○へき地保育事業（別添６の１３）

市町村

 1/2 -  1/2

山間地及び離島等の地域で通常の保育所を設けることが困難な地域において、保育を
要する児童を保育するために設置するへき地保育所の運営費に対する補助を実施す
る。

国 都道府県 市町村

（３）家庭的保育改修等事業（別添６）
別添６の２（３）に定め

る期限

○家庭的保育改修等事業 市町村

　家庭的保育事業の実施場所に係る改修費及び賃借料の補助を実施する。　

 2/3 －  1/3

 1/2 －  1/2

○家庭的保育者等研修事業 都道府県  1/2  1/2 －

市町村  1/2 －  1/2

（４）待機児童解消加速化プラン強化事業

市町村  1/3  1/3  1/3 平成２５年度末

指定都市
中核市

 1/3 -  2/3

平成２５年度末

市町村  1/2  1/4  1/4

指定都市
中核市

 1/2 －  1/2

1/2 － 1/4

2/3 － 1/12

1/2 － 1/2

市町村 1/3 1/3 1/3

指定都市
中核市

1/3 － 2/3

市町村  1/2  1/4  1/4

指定都市
中核市

 1/2 －  1/2

市町村 定額 － －

市町村 － － 平成２６年度末

都道府県  1/2  1/2 －

市町村 2/3 － 1/12

（５）子育て支援交付金からの移行事業 平成２５年度末

⑤補助率
①区分 ②事業内容 ③交付額の根拠 ④実施主体 ⑥事業実施期限 ⑦精算時期

　
（

文
部
科
学
省
関
係
を
除
く
）

1
　
保
育
サ
ー

ビ
ス
等
の
充
実

平成２６年度末

（別添１に規定する保育所緊

急整備事業、別添１の２に規

定する小規模保育整備事業、

別添２に規定する賃貸物件に

よる保育所整備事業、別添３

に規定する子育て支援のため

の拠点施設整備事業、別添４

に規定する放課後児童クラブ

設置促進事業、別添６に規定

する家庭的保育改修等事業、

別添６の５に規定する認可化

移行総合支援事業、別添７の

３に規定する認可外保育施設

保育士資格取得支援事業、別

添７の４に規定する保育士修

学資金貸付事業、別添７の６

に規定する保育教諭確保のた

めの保育士資格取得支援事

業、別添７の７に規定する幼

稚園教諭免許状を有する者の

保育士資格取得支援事業、別

添７の８に規定する保育所等

保育士資格取得支援事業、別

添８に規定する認定こども園

整備事業及び別添９の１に規

定する小規模保育設置促進事

業を除く。）

20年度交付要綱４(３)
21年度交付要綱４(１)
カ、キ及びク
22年度交付要綱４(１)
23年度交付要綱４(４)
24年度交付要綱４(１)
25年度交付要綱４(１)
26年度交付要綱４(１)
27年度交付要綱４(１)
28年度交付要綱４(１)

○別添６の３（１）に該当す
る市町村

○別添６の３（２）に該当す
る市町村

20年度交付要綱４(３)
21年度交付要綱４(１)
カ及びキ
22年度交付要綱４(１)
23年度交付要綱４(４)
24年度交付要綱４(１)

○別添６の３　３（２）①ア
に該当する場合

設備運営基準第３２条及び第３３条に規定する保育所に係る設備及び職員配置に関す
る基準を満たす認可外保育施設等に対し、運営に要する費用の一部の補助を実施す
る。

○別添６の３　３（２）①イ
に該当する場合

○別添６の３　３（２）②ア
に該当する場合

○別添６の３　３（２）②イ
に該当する場合

　
　家庭的保育者等の研修を実施するための費用の補助を実施する。

○グループ型小規模保育事業（別添６の２）
23年度交付要綱４(４)
24年度交付要綱４(１)

グループ型小規模保育の実施に必要な費用の補助を実施する。

○認可外保育施設運営支援事業（別添６の３）

23年度交付要綱４(４)
24年度交付要綱４(１)
25年度交付要綱４(１)

○認可化移行総合支援事業（別添６の５）

26年度交付要綱４(１)
27年度交付要綱４(１)
28年度交付要綱４(１)

○別添６の５　７（１）、
（２）に該当する場合

別添６の５の５に定める

期限

認可保育所又は認定こども園への移行を希望する認可外保育施設に対して、移行にあ
たって必要となる経費の補助を実施する。

○別添６の５　７（３）に該
当する場合

○別添６の３　３（２）③に
該当する場合

○地域型保育・子育て支援モデル事業（別添６の４）

23年度交付要綱４(４)
24年度交付要綱４(１)
25年度交付要綱４(１)

定額
（1/2相
当）

小規模な保育や地域子育て支援事業のほか放課後児童クラブなどを組み合わせた多機
能の保育事業の実施により、潜在的な保育需要を考慮した積極的な待機児童解消を図
るモデル事業に対して補助を実施する。

○養育支援訪問事業（別添６の８）

市町村

 1/2 -  1/2

養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等
を行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保するための事業に対して補助
を実施する。

平成２６年度末保育所整備等の促進のため、土地等所有者と保育所を運営する法人等のマッチングを
行うための経費の補助を実施する。

○乳児家庭全戸訪問事業（別添６の７）

24年度交付要綱４(１)

市町村

 1/2 -  1/2

生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や
養育環境等の把握を行う事業に対して補助を実施する。

○民有地マッチング事業（別添６の６）

26年度交付要綱４(１) 都道府県  1/2  1/2 －

○子育て短期支援事業（別添６の１０）

市町村

 1/2 -  1/2

短期入所生活援助（ショートステイ）事業、夜間養護等（トワイライトステイ）事業
として、市町村が行う事業に対して補助を実施する。

○ファミリー・サポート・センター事業（別添６の９）

市町村

 1/2 -  1/2

地域における育児の相互援助活動を推進するとともに、病児・病後児の預かり、早
朝・夜間等の緊急時の預かりなど多様なニーズへの対応を図るための事業に対して補
助を実施する。

○一時預かり事業（別添６の１２）

市町村

 1/2 -  1/2

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼
間、保育所その他の場所において、一時的に預かり、必要な保護を行う事業の補助を
実施する。

○地域子育て支援拠点事業（別添６の１１）
市町村

 1/2 -  1/2

地域子育て支援拠点事業の実施に必要な費用の補助を実施する。

○子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業（別添６の１４）

市町村

 1/2 -  1/2

子どもを守る地域ネットワークの調整機関職員や関係機関等の専門性強化、同ネット
ワーク構成員の連携強化等を図るための事業に対する補助を実施する。

○へき地保育事業（別添６の１３）

市町村

 1/2 -  1/2

山間地及び離島等の地域で通常の保育所を設けることが困難な地域において、保育を
要する児童を保育するために設置するへき地保育所の運営費に対する補助を実施す
る。



 

改正後 改正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国 都道府県 市町村

（６）保育士人材確保等事業

○保育士研修等事業（別添７） 平成２６年度末

都道府県  1/2  1/2 －

市町村  1/2 －  1/2

市町村  1/2 －  1/2

 1/2 －  1/4

○保育士・保育所支援センター開設等事業（別添７の２） 都道府県  1/2  1/2 － 平成２６年度末

指定都市
中核市

 1/2 －  1/2

○認可外保育施設保育士資格取得支援事業（別添７の３） 都道府県  3/4  1/4 －

指定都市
中核市

 3/4 －  1/4

○保育士修学資金貸付事業（別添７の４） 都道府県  3/4  1/4 －

○保育士等処遇改善臨時特例事業（別添７の５） 市町村 定額 － － 平成２５年度末

○保育教諭確保のための保育士資格取得支援事業（別添７の６）

指定都市
中核市

 1/2 －  1/2

○幼稚園教諭免許状を有する者の保育士資格取得支援事業（別添７の７）

指定都市
中核市

 1/2 －  1/2

○保育所等保育士資格取得支援事業（別添７の８）

指定都市
中核市

 1/2 －  1/2

（７）電力需給対策に対応した特別事業等

指定都市
中核市

 1/2 －  1/2

上記以外
の市町村

 1/2  1/4  1/4

指定都市
中核市

 1/2 －  1/2

上記以外
の市町村

 1/2  1/4  1/4

（８）認定こども園整備等事業

○認定こども園整備事業（こども家庭庁関係）（別添８）

市町村  1/2 － 1/4

1/2 － 1/4

2/3 － 1/12

○認定こども園事業費（こども家庭庁関係）（別添９） 市町村  1/2  1/4  1/4 平成２５年度末

（９）小規模保育事業

○小規模保育設置促進事業（別添９の１）

2/3 － 1/12

2/3 － １/3

1/2 － 1/4

1/2 － 1/2

○小規模保育運営支援事業（別添９の２）
指定都市
中核市

 1/2 －  1/2

上記以外
の市町村

 1/2  1/4  1/4

（１０）利用者支援事業（別添９の３）

別添７の３の２（５）に

定める期限

　認可外保育施設に勤務している保育士資格を有していない保育従事者の保育士資格
取得を支援するための事業の補助を実施する。

24年度交付要綱４(１)
26年度交付要綱４(１)

別添７の４の２（４）に

定める期限

　保育士資格取得に必要な修学資金の貸し付けを行うための事業の補助を実施する。

24年度交付要綱４(１)　保育士の処遇改善に取り組む保育所へ資金の交付を行うための事業の補助を実施す
る。

⑦精算時期

（

文
部
科
学
省
関
係
を
除
く
）

1
　
保
育
サ
ー

ビ
ス
等
の
充
実

平成２６年度末

（別添１に規定する保育所緊

急整備事業、別添１の２に規

定する小規模保育整備事業、

別添２に規定する賃貸物件に

よる保育所整備事業、別添３

に規定する子育て支援のため

の拠点施設整備事業、別添４

に規定する放課後児童クラブ

設置促進事業、別添６に規定

する家庭的保育改修等事業、

別添６の５に規定する認可化

移行総合支援事業、別添７の

３に規定する認可外保育施設

保育士資格取得支援事業、別

添７の４に規定する保育士修

学資金貸付事業、別添７の６

に規定する保育教諭確保のた

めの保育士資格取得支援事

業、別添７の７に規定する幼

稚園教諭免許状を有する者の

保育士資格取得支援事業、別

添７の８に規定する保育所等

保育士資格取得支援事業、別

添８に規定する認定こども園

整備事業及び別添９の１に規

定する小規模保育設置促進事

業を除く。）

20年度交付要綱４(４)
22年度交付要綱４(１)
23年度交付要綱４(４)
24年度交付要綱４(１)
25年度交付要綱４(１)
26年度交付要綱４(１)

○別添７　２（１）①、②
（エを除く）、③、④の事業

　保育の質の向上のため、保育所等の保育士（現在、保育所等に勤務していない保育
士を含む。）等を対象に実施する研修費用、保育士の人材確保への取組及びアクショ
ンプログラム実践のための事業、家庭的保育事業等に従事する者等に対して行う研修
費用の補助を実施する。

○別添７　２（１）②エの事
業

21年度交付要綱４(１)
ケ
22年度交付要綱４(１)
23年度交付要綱４(４)
24年度交付要綱４(１)
26年度交付要綱４(１)

  保育士の専門性向上と質の高い人材を安定的に確保するため、潜在保育士の就職や
保育所の潜在保育士活用支援等を行う「保育士・保育所支援センター」を開設・運営
するための事業の補助を実施する。

24年度交付要綱４(１)
26年度交付要綱４(１)

①区分 ②事業内容 ③交付額の根拠 ④実施主体
⑤補助率

⑥事業実施期限

別添７の８の２（４）に

定める期限

保育所等に勤務している保育士資格を有していない保育従事者の保育士資格取得を支
援するための事業の補助を実施する。

○電力需給対策に対応した休日保育特別事業等（別添７の９）
22年度交付要綱４(１)
23年度交付要綱４(４)
24年度交付要綱４(１)

別添７の９の２（１）①

ア及び②アに定める期限

　電力需給対策実施期間における、休日保育特別事業及び延長保育特別事業の補助を
実施する。

幼保連携型認定こども園等に勤務する幼稚園教諭免許状を有する者の保育士資格取得
を支援するための事業の補助を実施する。

都道府県  1/2  1/2 －
別添７の７の２（４）に

定める期限

幼稚園教諭免許状を有する者における保育士資格取得特例を活用することにより、保
育士資格取得を支援するための事業の補助を実施する。

26年度交付要綱４(１)

都道府県  1/2  1/2 －
別添７の６の２（４）に

定める期限

都道府県  1/2  1/2 －

20年度交付要綱４(１)
22年度交付要綱４(１)
23年度交付要綱４(４)
24年度交付要綱４(１)

　認定こども園の事業費の補助を実施する。
 ※　社会福祉法人等が対象

24年度交付要綱４(１)
25年度交付要綱４(１)
26年度交付要綱４(１)
27年度交付要綱４(１)
28年度交付要綱４(１)

市町村

○別添９の１　３（２）①の
事業

別添９の１

２（４）に定める期限

　小規模保育事業の実施にあたり、賃借料及び改修費等の補助を実施する。

○別添９の１　３（２）②の
事業

○電力需給対策に対応した児童の居場所づくりのための特別事業（別添７の１０）
22年度交付要綱４(１)
23年度交付要綱４(４)
24年度交付要綱４(１)

別添７の１０の２（１）

に定める期限

　電力需給対策実施期間における、家庭の代わりとなる居場所が必要な児童を受け入
れる事業の補助を実施する。

20年度交付要綱４(１)
22年度交付要綱４(１)
23年度交付要綱４(４)
24年度交付要綱４(１)
25年度交付要綱４(１)
26年度交付要綱４(１)
27年度交付要綱４(１)
28年度交付要綱４(１)

○別添８  ２（２）①～③の
事業 別添８の２（５）に定め

る期限

　認定こども園等の施設整備費の補助を実施する。
※　社会福祉法人等が対象

○別添８  ２（２）④の事業

市町村

24年度交付要綱４(１)
25年度交付要綱４(１)

平成２５年度末

　小規模保育事業の事業費の補助を実施する。

24年度交付要綱４(１)
25年度交付要綱４(１)

市町村 1/3 1/3 1/3 平成２５年度末

利用者支援事業の実施に必要な費用の補助を実施する。

国 都道府県 市町村

（６）保育士人材確保等事業

○保育士研修等事業（別添７） 平成２６年度末

都道府県  1/2  1/2 －

市町村  1/2 －  1/2

市町村  1/2 －  1/2

 1/2 －  1/4

○保育士・保育所支援センター開設等事業（別添７の２） 都道府県  1/2  1/2 － 平成２６年度末

指定都市
中核市

 1/2 －  1/2

○認可外保育施設保育士資格取得支援事業（別添７の３） 都道府県  3/4  1/4 －

指定都市
中核市

 3/4 －  1/4

○保育士修学資金貸付事業（別添７の４） 都道府県  3/4  1/4 －

○保育士等処遇改善臨時特例事業（別添７の５） 市町村 定額 － － 平成２５年度末

○保育教諭確保のための保育士資格取得支援事業（別添７の６）

指定都市
中核市

 1/2 －  1/2

○幼稚園教諭免許状を有する者の保育士資格取得支援事業（別添７の７）

指定都市
中核市

 1/2 －  1/2

○保育所等保育士資格取得支援事業（別添７の８）

指定都市
中核市

 1/2 －  1/2

（７）電力需給対策に対応した特別事業等

指定都市
中核市

 1/2 －  1/2

上記以外
の市町村

 1/2  1/4  1/4

指定都市
中核市

 1/2 －  1/2

上記以外
の市町村

 1/2  1/4  1/4

（８）認定こども園整備等事業

○認定こども園整備事業（こども家庭庁関係）（別添８）

市町村  1/2 － 1/4

1/2 － 1/4

2/3 － 1/12

○認定こども園事業費（こども家庭庁関係）（別添９） 市町村  1/2  1/4  1/4 平成２５年度末

（９）小規模保育事業

○小規模保育設置促進事業（別添９の１）

2/3 － 1/12

2/3 － １/3

1/2 － 1/4

1/2 － 1/2

○小規模保育運営支援事業（別添９の２）
指定都市
中核市

 1/2 －  1/2

上記以外
の市町村

 1/2  1/4  1/4

（１０）利用者支援事業（別添９の３）

別添７の３の２（５）に

定める期限

　認可外保育施設に勤務している保育士資格を有していない保育従事者の保育士資格
取得を支援するための事業の補助を実施する。

24年度交付要綱４(１)
26年度交付要綱４(１)

別添７の４の２（４）に

定める期限

　保育士資格取得に必要な修学資金の貸し付けを行うための事業の補助を実施する。

24年度交付要綱４(１)　保育士の処遇改善に取り組む保育所へ資金の交付を行うための事業の補助を実施す
る。

⑦精算時期

（

文
部
科
学
省
関
係
を
除
く
）

1
　
保
育
サ
ー

ビ
ス
等
の
充
実

平成２６年度末

（別添１に規定する保育所緊

急整備事業、別添１の２に規

定する小規模保育整備事業、

別添２に規定する賃貸物件に

よる保育所整備事業、別添３

に規定する子育て支援のため

の拠点施設整備事業、別添４

に規定する放課後児童クラブ

設置促進事業、別添６に規定

する家庭的保育改修等事業、

別添６の５に規定する認可化

移行総合支援事業、別添７の

３に規定する認可外保育施設

保育士資格取得支援事業、別

添７の４に規定する保育士修

学資金貸付事業、別添７の６

に規定する保育教諭確保のた

めの保育士資格取得支援事

業、別添７の７に規定する幼

稚園教諭免許状を有する者の

保育士資格取得支援事業、別

添７の８に規定する保育所等

保育士資格取得支援事業、別

添８に規定する認定こども園

整備事業及び別添９の１に規

定する小規模保育設置促進事

業を除く。）

20年度交付要綱４(４)
22年度交付要綱４(１)
23年度交付要綱４(４)
24年度交付要綱４(１)
25年度交付要綱４(１)
26年度交付要綱４(１)

○別添７　２（１）①、②
（エを除く）、③、④の事業

　保育の質の向上のため、保育所等の保育士（現在、保育所等に勤務していない保育
士を含む。）等を対象に実施する研修費用、保育士の人材確保への取組及びアクショ
ンプログラム実践のための事業、家庭的保育事業等に従事する者等に対して行う研修
費用の補助を実施する。

○別添７　２（１）②エの事
業

21年度交付要綱４(１)
ケ
22年度交付要綱４(１)
23年度交付要綱４(４)
24年度交付要綱４(１)
26年度交付要綱４(１)

  保育士の専門性向上と質の高い人材を安定的に確保するため、潜在保育士の就職や
保育所の潜在保育士活用支援等を行う「保育士・保育所支援センター」を開設・運営
するための事業の補助を実施する。

24年度交付要綱４(１)
26年度交付要綱４(１)

①区分 ②事業内容 ③交付額の根拠 ④実施主体
⑤補助率

⑥事業実施期限

別添７の８の２（４）に

定める期限

保育所等に勤務している保育士資格を有していない保育従事者の保育士資格取得を支
援するための事業の補助を実施する。

○電力需給対策に対応した休日保育特別事業等（別添７の９）
22年度交付要綱４(１)
23年度交付要綱４(４)
24年度交付要綱４(１)

別添７の９の２（１）①

ア及び②アに定める期限

　電力需給対策実施期間における、休日保育特別事業及び延長保育特別事業の補助を
実施する。

幼保連携型認定こども園等に勤務する幼稚園教諭免許状を有する者の保育士資格取得
を支援するための事業の補助を実施する。

都道府県  1/2  1/2 －
別添７の７の２（４）に

定める期限

幼稚園教諭免許状を有する者における保育士資格取得特例を活用することにより、保
育士資格取得を支援するための事業の補助を実施する。

26年度交付要綱４(１)

都道府県  1/2  1/2 －
別添７の６の２（４）に

定める期限

都道府県  1/2  1/2 －

20年度交付要綱４(１)
22年度交付要綱４(１)
23年度交付要綱４(４)
24年度交付要綱４(１)

　認定こども園の事業費の補助を実施する。
 ※　社会福祉法人等が対象

24年度交付要綱４(１)
25年度交付要綱４(１)
26年度交付要綱４(１)
27年度交付要綱４(１)
28年度交付要綱４(１)

市町村

○別添９の１　３（２）①の
事業

別添９の１

２（４）に定める期限

　小規模保育事業の実施にあたり、賃借料及び改修費等の補助を実施する。

○別添９の１　３（２）②の
事業

○電力需給対策に対応した児童の居場所づくりのための特別事業（別添７の１０）
22年度交付要綱４(１)
23年度交付要綱４(４)
24年度交付要綱４(１)

別添７の１０の２（１）

に定める期限

　電力需給対策実施期間における、家庭の代わりとなる居場所が必要な児童を受け入
れる事業の補助を実施する。

20年度交付要綱４(１)
22年度交付要綱４(１)
23年度交付要綱４(４)
24年度交付要綱４(１)
25年度交付要綱４(１)
26年度交付要綱４(１)
27年度交付要綱４(１)
28年度交付要綱４(１)

○別添８  ２（２）①～③の
事業 別添８の２（５）に定め

る期限

　認定こども園等の施設整備費の補助を実施する。
※　社会福祉法人等が対象

○別添８  ２（２）④の事業

市町村

24年度交付要綱４(１)
25年度交付要綱４(１)

平成２５年度末

　小規模保育事業の事業費の補助を実施する。

24年度交付要綱４(１)
25年度交付要綱４(１)

市町村 1/3 1/3 1/3 平成２５年度末

利用者支援事業の実施に必要な費用の補助を実施する。



 

改正後 改正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国 都道府県 市町村

○認定こども園整備事業（文部科学省関係）（別添８） 市町村  1/2 －  1/4

○幼稚園耐震化促進事業（文部科学省関係）（別添８の２） 都道府県  1/2 － －

○認定こども園事業費（文部科学省関係）（別添９） 市町村  1/2  1/4  1/4 平成２５年度末

○幼児教育の質の向上のための緊急環境整備（別添１０）  1/2 － － 平成２６年度末

 1/3 － －

○認定こども園等における教育の質の向上のための研修支援（別添１１） 平成２６年度末

 1/2  1/2 －

 1/2 －  1/2

 1/2 － －

都道府県  1/2  1/2 －

指定都市
中核市

 1/2 －  1/2

地域子育て創生事業（別添１２）
別添１２の２（４）に定

める期限

都道府県
市町村

定額 － －

都道府県
市町村

都道府県
市町村

都道府県
指定都市
児童相談
所設置市

都道府県
市町村

都道府県
市町村

都道府県

都道府県

都道府県
市町村

都道府県
市町村

都道府県
市町村

都道府県
市町村

都道府県
市町村

都道府県
市町村

地域子育て特別支援事業（別添１２の２）
別添１２の２の２（４）

に定める期限

都道府県
市町村

定額 － －

都道府県
指定都市
児童相談
所設置市

都道府県
市町村

都道府県
市町村

福島県
福島県内
市町村

都道府県
市町村

（福島県
及び福島
県内市町
村を除
く）

⑦精算時期

２
　
保
育
サ
ー

ビ
ス
等
の
充
実
（

文
部
科
学
省
関
係
）

20年度交付要綱４(２)

22年度交付要綱４(２)

23年度交付要綱４(５)
24年度交付要綱４(２)
25年度交付要綱４(２)
26年度交付要綱４(２)

別添８の２（５）に定め

る期限

平成２６年度末

（別添８に規定する認定こど

も園整備事業、別添８の２に

規定する幼稚園耐震化促進事

業及び別添１１の２に規定す

る保育教諭確保のための幼稚

園教諭免許状取得支援事業を

除く。）

　認定こども園の施設整備費の補助を実施する。
※　学校法人等が対象

別添８の２の２（５）に

定める期限　認定こども園を構成又は移行を予定する幼稚園の耐震化事業に対する補助を実施す
る。
※　学校法人等が対象

20年度交付要綱４(２)
22年度交付要綱４(２)
23年度交付要綱４(５)　認定こども園の事業費の補助を実施する。

 ※　学校法人等が対象

①区分 ②事業内容 ③交付額の根拠 ④実施主体
⑤補助率

⑥事業実施期限

（１１）認定こども園等の環境整備等事業

21年度交付要綱４(２)
アからエ
23年度交付要綱４(５)
25年度交付要綱４(２)
26年度交付要綱４(２)

都道府県
　幼児教育の質の向上のため、施設における遊具・運動用具・教具・衛生用品等の環
境整備やデジタルテレビ整備のための費用を支援する。

○別添1０の３（2）①イに該
当する幼稚園

21年度交付要綱４(２)
オ
23年度交付要綱４(５)
26年度交付要綱４(２)

都道府県

○事業主が都道府県の場合

　認定こども園の緊急整備等に対応し、認定こども園における教育の質の向上に関す
る研修、幼稚園・保育所の教職員の合同研修及び幼稚園と保育所等の連携に係る研修
の実施に必要な費用を支援する。

○事業主が市町村の場合

○事業主が都道府県が適当と
認める者の場合

○保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業（別添１１の２）

26年度交付要綱４(２)
別添１１の２の２（４）

に定める期限　保育士資格を有する者における幼稚園教諭免許状取得特例を活用することにより、
幼稚園教諭免許状取得を支援するための事業の補助を実施する。
※　学校法人等が対象

３
　
す
べ
て
の
子
ど
も
・
家
庭
へ
の
支
援

・安心・安全な出産に向けた妊婦等支援教室や家庭訪問等による支援（妊娠出産前支
援事業）

・地域子育て支援拠点の従事者や放課後児童健全育成事業の指導員資質の向上を図る
ための支援、人材育成支援

・賃借物件により新たに地域子育て支援拠点事業や放課後児童健全育成事業等を実施
するための賃借料及び改修費等の支援、病児・病後児保育事業に係る感染症対策等に
必要な備品費及び改修費の支援

・子育て支援施策に係る事務の効率化を図るための電子システム化の取組

平成２５年度末

・地域子育て支援を行うＮＰＯ等の活動の立ち上げ支援

21年度交付要綱４(３)
22年度交付要綱４(３)
23年度交付要綱４(１)

・地域における子育て力を育み、コミュニティーの活性化等を図るためのきめ細やか
な子育て支援活動を促進するための支援

・経済的困難を抱える家庭や施設等で生活する子どもの健全な育成環境を確保するた
めの支援

・平成２２年度における子ども手当の支給に関する法律の施行に伴う児童福祉施設に
入所する子ども等への特別の支援

・育児に悩みのある親の話の傾聴や育児・家事を協働して行うスタッフの派遣によ
り、育児期の孤立感や育児不安の解消を図るための支援（家庭支援スタッフ訪問事
業）

・放課後児童クラブと放課後子ども教室の連携を促進するための支援（放課後子ども
プラン連携促進事業）

・病児・病後児保育事業に携わる人材を確保するなど、病気の子どもを預かる社会基
盤の構築を促進するための支援

・ファミリー・サポート・センター事業の広域実施や病児・病後児預かり等の実施を
促進するための支援

・東日本大震災により親を亡くした子どもやその家族等を支援するために行う相談・
援助

・東日本大震災に伴う保育所徴収金（保育料）及び児童入所施設徴収金の減免に対す
る支援

・子育て支援施策に係る事務の効率化を図るための電子システム化の取組

21年度交付要綱４(３)
22年度交付要綱４(３)
23年度交付要綱４(１)
24年度交付要綱４(４)

・児童手当法の一部を改正する法律の施行に伴う指定医療機関に入院する子どもへの
特別の支援

・東日本大震災により親を亡くした子どもやその家族等を支援するために行う相談・
援助

・東日本大震災に伴う保育所徴収金（保育料）及び児童入所施設徴収金の減免に対す
る支援

・東日本大震災に係る対応として、子どもの遊び場の確保など福島県の子どもの支援
に関する取組

・東日本大震災に係る対応として、児童福祉施設等が提供する給食の更なる安全・安
心の確保のための取組（福島県を除く）

国 都道府県 市町村

○認定こども園整備事業（文部科学省関係）（別添８） 市町村  1/2 －  1/4

○幼稚園耐震化促進事業（文部科学省関係）（別添８の２） 都道府県  1/2 － －

○認定こども園事業費（文部科学省関係）（別添９） 市町村  1/2  1/4  1/4 平成２５年度末

○幼児教育の質の向上のための緊急環境整備（別添１０）  1/2 － － 平成２６年度末

 1/3 － －

○認定こども園等における教育の質の向上のための研修支援（別添１１） 平成２６年度末

 1/2  1/2 －

 1/2 －  1/2

 1/2 － －

都道府県  1/2  1/2 －

指定都市
中核市

 1/2 －  1/2

地域子育て創生事業（別添１２）
別添１２の２（４）に定

める期限

都道府県
市町村

定額 － －

都道府県
市町村

都道府県
市町村

都道府県
指定都市
児童相談
所設置市

都道府県
市町村

都道府県
市町村

都道府県

都道府県

都道府県
市町村

都道府県
市町村

都道府県
市町村

都道府県
市町村

都道府県
市町村

都道府県
市町村

地域子育て特別支援事業（別添１２の２）
別添１２の２の２（４）

に定める期限

都道府県
市町村

定額 － －

都道府県
指定都市
児童相談
所設置市

都道府県
市町村

都道府県
市町村

福島県
福島県内
市町村

都道府県
市町村

（福島県
及び福島
県内市町
村を除
く）

⑦精算時期

２
　
保
育
サ
ー

ビ
ス
等
の
充
実
（

文
部
科
学
省
関
係
）

20年度交付要綱４(２)

22年度交付要綱４(２)

23年度交付要綱４(５)
24年度交付要綱４(２)
25年度交付要綱４(２)
26年度交付要綱４(２)

別添８の２（５）に定め

る期限

平成２６年度末

（別添８に規定する認定こど

も園整備事業、別添８の２に

規定する幼稚園耐震化促進事

業及び別添１１の２に規定す

る保育教諭確保のための幼稚

園教諭免許状取得支援事業を

除く。）

　認定こども園の施設整備費の補助を実施する。
※　学校法人等が対象

別添８の２の２（５）に

定める期限　認定こども園を構成又は移行を予定する幼稚園の耐震化事業に対する補助を実施す
る。
※　学校法人等が対象

20年度交付要綱４(２)
22年度交付要綱４(２)
23年度交付要綱４(５)　認定こども園の事業費の補助を実施する。

 ※　学校法人等が対象

①区分 ②事業内容 ③交付額の根拠 ④実施主体
⑤補助率

⑥事業実施期限

（１１）認定こども園等の環境整備等事業

21年度交付要綱４(２)
アからエ
23年度交付要綱４(５)
25年度交付要綱４(２)
26年度交付要綱４(２)

都道府県
　幼児教育の質の向上のため、施設における遊具・運動用具・教具・衛生用品等の環
境整備やデジタルテレビ整備のための費用を支援する。

○別添1０の３（2）①イに該
当する幼稚園

21年度交付要綱４(２)
オ
23年度交付要綱４(５)
26年度交付要綱４(２)

都道府県

○事業主が都道府県の場合

　認定こども園の緊急整備等に対応し、認定こども園における教育の質の向上に関す
る研修、幼稚園・保育所の教職員の合同研修及び幼稚園と保育所等の連携に係る研修
の実施に必要な費用を支援する。

○事業主が市町村の場合

○事業主が都道府県が適当と
認める者の場合

○保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業（別添１１の２）

26年度交付要綱４(２)
別添１１の２の２（４）

に定める期限　保育士資格を有する者における幼稚園教諭免許状取得特例を活用することにより、
幼稚園教諭免許状取得を支援するための事業の補助を実施する。
※　学校法人等が対象

３
　
す
べ
て
の
子
ど
も
・
家
庭
へ
の
支
援

・安心・安全な出産に向けた妊婦等支援教室や家庭訪問等による支援（妊娠出産前支
援事業）

・地域子育て支援拠点の従事者や放課後児童健全育成事業の指導員資質の向上を図る
ための支援、人材育成支援

・賃借物件により新たに地域子育て支援拠点事業や放課後児童健全育成事業等を実施
するための賃借料及び改修費等の支援、病児・病後児保育事業に係る感染症対策等に
必要な備品費及び改修費の支援

・子育て支援施策に係る事務の効率化を図るための電子システム化の取組

平成２５年度末

・地域子育て支援を行うＮＰＯ等の活動の立ち上げ支援

21年度交付要綱４(３)
22年度交付要綱４(３)
23年度交付要綱４(１)

・地域における子育て力を育み、コミュニティーの活性化等を図るためのきめ細やか
な子育て支援活動を促進するための支援

・経済的困難を抱える家庭や施設等で生活する子どもの健全な育成環境を確保するた
めの支援

・平成２２年度における子ども手当の支給に関する法律の施行に伴う児童福祉施設に
入所する子ども等への特別の支援

・育児に悩みのある親の話の傾聴や育児・家事を協働して行うスタッフの派遣によ
り、育児期の孤立感や育児不安の解消を図るための支援（家庭支援スタッフ訪問事
業）

・放課後児童クラブと放課後子ども教室の連携を促進するための支援（放課後子ども
プラン連携促進事業）

・病児・病後児保育事業に携わる人材を確保するなど、病気の子どもを預かる社会基
盤の構築を促進するための支援

・ファミリー・サポート・センター事業の広域実施や病児・病後児預かり等の実施を
促進するための支援

・東日本大震災により親を亡くした子どもやその家族等を支援するために行う相談・
援助

・東日本大震災に伴う保育所徴収金（保育料）及び児童入所施設徴収金の減免に対す
る支援

・子育て支援施策に係る事務の効率化を図るための電子システム化の取組

21年度交付要綱４(３)
22年度交付要綱４(３)
23年度交付要綱４(１)
24年度交付要綱４(４)

・児童手当法の一部を改正する法律の施行に伴う指定医療機関に入院する子どもへの
特別の支援

・東日本大震災により親を亡くした子どもやその家族等を支援するために行う相談・
援助

・東日本大震災に伴う保育所徴収金（保育料）及び児童入所施設徴収金の減免に対す
る支援

・東日本大震災に係る対応として、子どもの遊び場の確保など福島県の子どもの支援
に関する取組

・東日本大震災に係る対応として、児童福祉施設等が提供する給食の更なる安全・安
心の確保のための取組（福島県を除く）



 

改正後 改正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国 都道府県 市町村

（１）高等技能訓練促進費等事業（別添１３） 都道府県  3/4 1/4 －

市、福祉事

務所設置町

村
 3/4 － 1/4

（２）職業訓練を受けるひとり親家庭に対する託児サービス提供事業（別添１４） 都道府県  1/2 1/2 － 平成２５年度末

指定都市
中核市

 1/2 － 1/2

都道府県  1/2 1/2 － 平成２５年度末

指定都市
中核市

 1/2 － 1/2

（４）就業・社会活動困難者への戸別訪問事業（別添１６） 平成２５年度末

都道府県  1/2 1/2 －

市、福祉事

務所設置町

村
 1/2 － 1/2

（５）ひとり親家庭等の在宅就業支援事業（別添１７）
都道府県

市
定額 － －

都道府県  1/2  1/2 平成２５年度末

（１）児童養護施設の退所者等の就業支援事業（別添１９） 都道府県  1/2  1/2 - 平成２４年度末

指定都市、

児童相談所

設置市
 1/2 －  1/2

都道府県  1/2  1/2 -

指定都市、

中核市、児

童相談所設

置市

 1/2 －  1/2

上記以外の

市、福祉事

務所設置町

村

 1/2  1/4  1/4

指定都市、

中核市
 1/2 －  1/2

上記以外の

市町村
 1/2  1/4  1/4

（３）児童養護施設等の職員の資質向上のための研修事業（別添２１） 都道府県  1/2  1/2 - 平成２４年度末

指定都市、

児童相談所

設置市
 1/2 －  1/2

児童虐待防止対策緊急強化事業（別添２２）
別添２２の２（４）に定
める期限

定額 － －

保育所等の複合化・多機能化推進事業（別添２３）
別添２３の２（５）に定

める期限

市町村  1/2 ー  1/2

都道府県
【別添23の

2の(2)の④

の場合の

み】

 1/3  2/3 －

指定都市・

中核市【別

添23の2の

(2)の④及

び⑤の場合

のみ】

 1/3 －  2/3

上記以外の

市町村【別

添23の2の

(2)の④及

び⑤の場合

のみ】

 1/3  1/3  1/3

市町村  1/2 ー  1/4

都道府県
【別添23の

2の(2)の④

及び⑤の場

合のみ】

 1/3  1/3 －

⑦精算時期

４
　
ひ
と
り
親
家
庭
等
へ
の
支
援
の
拡
充

21年度交付要綱４(４)
ア及びイ
23年度交付要綱４(６)

平成２４年度末

平成２５年度末（別添１７に

規定するひとり親家庭等の在
宅就業支援事業を除く。）

　高等技能訓練促進費及び入学支援修了一時金を支給する。
※母子家庭等対策総合支援事業により補助が行われる分を除く。

21年度交付要綱４(４)
エ及びオ
23年度交付要綱４(６)
24年度交付要綱４(５)

　母子家庭等就業・自立支援センター等において、職業訓練を受けているひとり親家
庭に対する託児サービスを提供する。

（３）職業紹介等を行う企業等を活用したひとり親家庭に対する就業支援事業
（別添１５）

　職業紹介等を行っている企業等に委託して、ひとり親に対する相談支援、就職活動
支援を行うとともに、ひとり親が働きやすい職場の開拓等を支援

①区分 ②事業内容 ③交付額の根拠 ④実施主体
⑤補助率

⑥事業実施期限

－
　戸別訪問による支援を行った母子家庭の母が、母子自立支援プログラム策定後の就
業活動をする際に、その支度に必要な物品の取得について支援する。

21年度交付要綱４(４)
ウ
23年度交付要綱４(６)
24年度交付要綱４(５)

別添１７の２（４）
に定める期限

　ひとり親家庭等の在宅就業を積極的に支援する地方自治体に対し助成を行う。

（６）婦人保護施設等の退所者（DV被害者等）等に対する就業支援事業
（別添１８） 21年度交付要綱４(４)

エ及びオ
23年度交付要綱４(６)
24年度交付要綱４(５)　職業紹介等を行っている企業等に委託して、施設退所者等に対するソーシャル・ス

キル・トレーニング、相談支援、就職活動支援及び施設退所者等が働きやすい職場の
開拓等を行い、退所後の自立支援を推進する。

○戸別訪問による相談支援等

　引きこもりがちであるなど、就業活動に至らない母子家庭の母に対して、戸別訪問
による相談支援を実施するとともに、母子自立支援プログラム策定等事業などの就業
支援策の活用への結びつける。

○就業活動支度の費用についての支援 都道府
県、市、
福祉事務
所設置町

村

定額 －

　児童養護施設等施設職員や児童相談に携わる職員等が資質向上のために研修に参加
する経費及び研修期間中の代替職員の経費等の補助を実施する。

６
　
児
童
虐
待
防
止
対
策
の
強
化

平成２５年度末

（児童相談所・市町村の体制
強化のための環境改善を除
く。）

・児童の安全確認等のための体制強化

22年度交付要綱４(４)
23年度交付要綱４(７)
24年度交付要綱４(７)

都道府県、

指定都市、

児童相談所

設置市、市

町村・児童虐待防止対策強化のための広報啓発

・児童虐待防止対策強化のための資質向上

・児童相談所・市町村の体制強化のための環境改善

・児童虐待防止緊急対応強化の取組

５
　
社
会
的
養
護
の
拡
充

21年度交付要綱４(５)

別添２０の３に定める期限

　職業紹介等を行っている企業等に委託して、施設退所者等に対するソーシャル・ス
キル・トレーニング、相談支援、就職活動支援及び施設退所者等が働きやすい職場の
開拓等を行い、退所後の自立支援を推進する。

（２）児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業（別添２０）

21年度交付要綱４(５)
24年度交付要綱４(６)
25年度交付要綱４(３)

別添２０の３に定める期
限

・老朽化遊具の更新、食品の安全など安全対策や生活環境の改善のための改修、児童
相談体制の整備等を図る。
・ファミリーホーム、自立援助ホーム、地域小規模児童養護施設等の新規設置に必要
な賃借料、改修費等の補助を実施する。

○別添２０の２（４）に該当
する市町村

21年度交付要綱４(５)

複
合
化
・
多
機
能
化

7
 
保
育
所
等
の

23年度交付要綱４(２)

○別添２３の３の（２）の①
に該当する都道府県又は市町
村

別添２３の２（５）に定める
期限の属する年度の末日

　復興計画などに基づき、子育て関連施設を複合化・多機能化する際の整備費につい
て補助を実施する。

○別添２３の３の（２）の②
に該当する事業者が都道府県
及び市町村以外の場合

国 都道府県 市町村

（１）高等技能訓練促進費等事業（別添１３） 都道府県  3/4 1/4 －

市、福祉事

務所設置町

村
 3/4 － 1/4

（２）職業訓練を受けるひとり親家庭に対する託児サービス提供事業（別添１４） 都道府県  1/2 1/2 － 平成２５年度末

指定都市
中核市

 1/2 － 1/2

都道府県  1/2 1/2 － 平成２５年度末

指定都市
中核市

 1/2 － 1/2

（４）就業・社会活動困難者への戸別訪問事業（別添１６） 平成２５年度末

都道府県  1/2 1/2 －

市、福祉事

務所設置町

村
 1/2 － 1/2

（５）ひとり親家庭等の在宅就業支援事業（別添１７）
都道府県

市
定額 － －

都道府県  1/2  1/2 平成２５年度末

（１）児童養護施設の退所者等の就業支援事業（別添１９） 都道府県  1/2  1/2 - 平成２４年度末

指定都市、

児童相談所

設置市
 1/2 －  1/2

都道府県  1/2  1/2 -

指定都市、

中核市、児

童相談所設

置市

 1/2 －  1/2

上記以外の

市、福祉事

務所設置町

村

 1/2  1/4  1/4

指定都市、

中核市
 1/2 －  1/2

上記以外の

市町村
 1/2  1/4  1/4

（３）児童養護施設等の職員の資質向上のための研修事業（別添２１） 都道府県  1/2  1/2 - 平成２４年度末

指定都市、

児童相談所

設置市
 1/2 －  1/2

児童虐待防止対策緊急強化事業（別添２２）
別添２２の２（４）に定
める期限

定額 － －

保育所等の複合化・多機能化推進事業（別添２３）
別添２３の２（５）に定

める期限

市町村  1/2 ー  1/2

都道府県
【別添23の

2の(2)の④

の場合の

み】

 1/3  2/3 －

指定都市・

中核市【別

添23の2の

(2)の④及

び⑤の場合

のみ】

 1/3 －  2/3

上記以外の

市町村【別

添23の2の

(2)の④及

び⑤の場合

のみ】

 1/3  1/3  1/3

市町村  1/2 ー  1/4

都道府県
【別添23の

2の(2)の④

及び⑤の場

合のみ】

 1/3  1/3 －

⑦精算時期

４
　
ひ
と
り
親
家
庭
等
へ
の
支
援
の
拡
充

21年度交付要綱４(４)
ア及びイ
23年度交付要綱４(６)

平成２４年度末

平成２５年度末（別添１７に

規定するひとり親家庭等の在
宅就業支援事業を除く。）

　高等技能訓練促進費及び入学支援修了一時金を支給する。
※母子家庭等対策総合支援事業により補助が行われる分を除く。

21年度交付要綱４(４)
エ及びオ
23年度交付要綱４(６)
24年度交付要綱４(５)

　母子家庭等就業・自立支援センター等において、職業訓練を受けているひとり親家
庭に対する託児サービスを提供する。

（３）職業紹介等を行う企業等を活用したひとり親家庭に対する就業支援事業
（別添１５）

　職業紹介等を行っている企業等に委託して、ひとり親に対する相談支援、就職活動
支援を行うとともに、ひとり親が働きやすい職場の開拓等を支援

①区分 ②事業内容 ③交付額の根拠 ④実施主体
⑤補助率

⑥事業実施期限

－
　戸別訪問による支援を行った母子家庭の母が、母子自立支援プログラム策定後の就
業活動をする際に、その支度に必要な物品の取得について支援する。

21年度交付要綱４(４)
ウ
23年度交付要綱４(６)
24年度交付要綱４(５)

別添１７の２（４）
に定める期限

　ひとり親家庭等の在宅就業を積極的に支援する地方自治体に対し助成を行う。

（６）婦人保護施設等の退所者（DV被害者等）等に対する就業支援事業
（別添１８） 21年度交付要綱４(４)

エ及びオ
23年度交付要綱４(６)
24年度交付要綱４(５)　職業紹介等を行っている企業等に委託して、施設退所者等に対するソーシャル・ス

キル・トレーニング、相談支援、就職活動支援及び施設退所者等が働きやすい職場の
開拓等を行い、退所後の自立支援を推進する。

○戸別訪問による相談支援等

　引きこもりがちであるなど、就業活動に至らない母子家庭の母に対して、戸別訪問
による相談支援を実施するとともに、母子自立支援プログラム策定等事業などの就業
支援策の活用への結びつける。

○就業活動支度の費用についての支援 都道府
県、市、
福祉事務
所設置町

村

定額 －

　児童養護施設等施設職員や児童相談に携わる職員等が資質向上のために研修に参加
する経費及び研修期間中の代替職員の経費等の補助を実施する。

６
　
児
童
虐
待
防
止
対
策
の
強
化

平成２５年度末

（児童相談所・市町村の体制
強化のための環境改善を除
く。）

・児童の安全確認等のための体制強化

22年度交付要綱４(４)
23年度交付要綱４(７)
24年度交付要綱４(７)

都道府県、

指定都市、

児童相談所

設置市、市

町村・児童虐待防止対策強化のための広報啓発

・児童虐待防止対策強化のための資質向上

・児童相談所・市町村の体制強化のための環境改善

・児童虐待防止緊急対応強化の取組

５
　
社
会
的
養
護
の
拡
充

21年度交付要綱４(５)

別添２０の３に定める期限

　職業紹介等を行っている企業等に委託して、施設退所者等に対するソーシャル・ス
キル・トレーニング、相談支援、就職活動支援及び施設退所者等が働きやすい職場の
開拓等を行い、退所後の自立支援を推進する。

（２）児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業（別添２０）

21年度交付要綱４(５)
24年度交付要綱４(６)
25年度交付要綱４(３)

別添２０の３に定める期
限

・老朽化遊具の更新、食品の安全など安全対策や生活環境の改善のための改修、児童
相談体制の整備等を図る。
・ファミリーホーム、自立援助ホーム、地域小規模児童養護施設等の新規設置に必要
な賃借料、改修費等の補助を実施する。

○別添２０の２（４）に該当
する市町村

21年度交付要綱４(５)

複
合
化
・
多
機
能
化

7
 
保
育
所
等
の

23年度交付要綱４(２)

○別添２３の３の（２）の①
に該当する都道府県又は市町
村

別添２３の２（５）に定める
期限の属する年度の末日

　復興計画などに基づき、子育て関連施設を複合化・多機能化する際の整備費につい
て補助を実施する。

○別添２３の３の（２）の②
に該当する事業者が都道府県
及び市町村以外の場合
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（１）母子保健・児童福祉一体的相談支援機関整備事業（別添２９）

（２）母子保健・児童福祉一体的相談支援機関運営事業（別添３０）

（３）子育て世帯訪問支援臨時特例事業（別添３１）

（４）保護者支援臨時特例事業（別添３２）

（５）子どもの居場所支援整備事業（別添３３）

（６）子どもの居場所支援臨時特例事業（別添３４）

（７）子育て短期支援整備事業（別添３５）

（８）子育て短期支援臨時特例事業（別添３６）

（９）一時預かり利用者負担軽減事業（別添３７）

（１０）妊婦訪問支援事業（別添３８）

（１１）特定妊婦等支援整備事業（別添３９）

（１２）特定妊婦等支援臨時特例事業（別添４０）

（１３）社会的養護自立支援整備事業（別添４１）

（１４）社会的養護自立支援実態把握事業（別添４２）

（１５）児童相談所一時保護所等整備事業

○児童相談所一時保護施設整備事業（別添４３）

○一時保護専用施設整備事業（別添４３の２）

9/10 1/10 -

7/10 1/20 1/4

○児童相談所一時保護所の生活向上のための環境改善事業（別添４３の３）

○一時保護専用施設改修費支援事業（別添４３の４）

令和３年度交付要綱４
令和４年度交付要綱４

都道府
県、指定
都市、児
童相談所
設置市

9/10 1/10 －

令和５年度末
ただし、令和５年度中
に施設整備に着手し、
令和６年度中に完了が
見込まれる場合には、
施設整備が完了する月
の末日又は令和７年３
月31日のいずれか早い
日とする

　一時保護所の定員超過解消のため、定員超過解消計画の採択を受けた自治体が
一時保護専用施設を設置する際に必要な改修を行う際の費用を補助する。

令和５年度末

－ 令和５年度末

　特定妊婦等が安心した生活を行うことができるよう、特定妊婦等に対して、支援
の必要性の把握を行うとともに、相談支援の実施や出産までの間、安心して生活を
送ることができる居場所の提供等を行うために必要な費用を補助する。

令和３年度交付要綱４
令和４年度交付要綱４

市町村 9/10 － 1/10

令和５年度末
ただし、令和５年度中
に施設整備に着手し、
令和６年度中に完了が
見込まれる場合には、
施設整備が完了する月
の末日又は令和７年３
月31日のいずれか早い
日とする

　子育て世代包括支援センターと子ども家庭総合支援拠点双方の機能を一体的に有
する施設を整備するために必要な費用を補助する。

令和３年度交付要綱４
令和４年度交付要綱４

市町村  2/3  1/6  1/6 令和５年度末　子育て世代包括支援センターと子ども家庭総合支援拠点双方の機能を一体的に有
する施設において、双方の連携強化の推進を図るため、統括支援員を配置する際に
必要な費用を補助する。

令和３年度交付要綱４
令和４年度交付要綱４

都道府
県、指定
都市、児
童相談所
設置市

9/10

令和３年度交付要綱４
令和４年度交付要綱４

新
た
な
子
育
て
家
庭
支
援
の

基
盤
を
早
急
に
整
備

し
て
い
く
た
め
の
支
援

令和３年度交付要綱４
令和４年度交付要綱４

都道府
県、指定
都市、児
童相談所
設置市

 1/2  1/2

都道府
県、指定
都市、児
童相談所
設置市

○別添43の２　２（１）の
①に該当する事業

令和３年度交付要綱４
令和４年度交付要綱４

都道府
県、指定
都市、児
童相談所
設置市

9/10 1/10 －

令和３年度交付要綱４
令和４年度交付要綱４

市町村  1/3  1/3  1/3

令和３年度交付要綱４
令和４年度交付要綱４

市町村  2/3

令和５年度末
ただし、令和５年度中
に施設整備に着手し、
令和６年度中に完了が
見込まれる場合には、
施設整備が完了する月
の末日又は令和７年３
月31日のいずれか早い
日とする

　一時保護所の定員超過解消のため、定員超過解消計画の採択を受けた自治体が
一時保護所の生活環境の整備のために必要な改修を行う際の費用を補助する。

1/12 －

令和５年度末
ただし、令和５年度中
に施設整備に着手し、
令和６年度中に完了が
見込まれる場合には、
施設整備が完了する月
の末日又は令和７年３
月31日のいずれか早い
日とする

　特定妊婦等が安心して生活を送ることができる体制整備をするため、特定妊婦等
に対して、相談支援の実施や看護師等の専門性を活かした助言等、医療機関等その
他関係機関へのつなぎ等の支援を提供する居場所の整備等に必要な費用を補助す
る。

令和５年度末
ただし、令和５年度中
に施設整備に着手し、
令和６年度中に完了が
見込まれる場合には、
施設整備が完了する月
の末日又は令和７年３
月31日のいずれか早い
日とする

　一時保護所の定員超過解消のため、定員超過解消計画の採択を受けた自治体が
児童養護施設等に一時保護専用施設を設置する等の整備を行う際の費用を補助す

る。

○別添43の２　２（１）の
②に該当する事業

－ 令和５年度末

　社会的養護経験者等への自立支援が確実に提供されるための環境整備を推進する
ため、都道府県、指定都市、児童相談所設置市が社会的養護経験者等の実態把握に
係る調査の実施や関係機関との連携の強化に必要な支援を行うために必要な費用を
補助する。

1/10 －

令和５年度末
ただし、令和５年度中
に施設整備に着手し、
令和６年度中に完了が
見込まれる場合には、
施設整備が完了する月
の末日又は令和７年３
月31日のいずれか早い
日とする。なお、予見
できない事由等により
令和７年３月31日まで
に事業が完了しない特
別な理由がある場合に
は、施設整備が完了す
る月の末日までとする
ことを可能とする。

　一時保護所の定員超過解消のため、定員超過解消計画の採択を受けた自治体が
一時保護所の創設等の整備を行う際の費用を補助する。

令和５年度末　低所得世帯等の児童が、一時預かり事業による支援を受けた場合における、当該
児童の保護者が支払うべき利用者負担額に必要な費用を補助する。

令和３年度交付要綱４
令和４年度交付要綱４

都道府
県、指定
都市、児
童相談所
設置市

 2/3 1/12 －

令和５年度末
ただし、令和５年度中
に施設整備に着手し、
令和６年度中に完了が
見込まれる場合には、
施設整備が完了する月
の末日又は令和７年３
月31日のいずれか早い
日とする

　社会的養護経験者等に対する自立支援の体制整備を推進するため、社会的養護経
験者等への生活相談や就労相談等の自立支援を行う事業所の整備等に必要な費用を
補助する。

令和３年度交付要綱４
令和４年度交付要綱４

市町村  1/2 －  1/2 令和５年度末　妊婦健診未受診の妊婦等継続的な状況把握が必要な妊婦を対象として、その家庭
を訪問し、妊婦の状態を把握するために必要な費用を補助する。

令和３年度交付要綱４
令和４年度交付要綱４

都道府
県、指定
都市、中
核市、児
童相談所
設置市、
福祉事務
所設置町

村

 2/3

令和３年度交付要綱４
令和４年度交付要綱４

都道府
県、指定
都市、中
核市、児
童相談所
設置市、
福祉事務
所設置町

村

 1/2

－ 1/12

令和５年度末
ただし、令和５年度中
に施設整備に着手し、
令和６年度中に完了が
見込まれる場合には、
施設整備が完了する月
の末日又は令和７年３
月31日のいずれか早い
日とする

子育て短期支援事業の実施に当たり、保護者がレスパイト・ケアの必要性を感じた
ときに安定して利用することができるよう、安定的な提供体制の整備を推進するた
め、子育て短期支援事業専用の居室の整備に要する費用を補助する。

令和３年度交付要綱４
令和４年度交付要綱４

市町村  1/3  1/3  1/3 令和５年度末

　子育て短期支援事業の実施に当たり、保護者がレスパイト・ケアの必要性を感じ
たときに安定して利用することができるよう、専従・専任職員の配置支援を行うと
ともに、多様化する支援ニーズに応じた支援の提供を臨時特例として実施する際に
必要な費用を補助する。

令和３年度交付要綱４
令和４年度交付要綱４

市町村  2/3 － 1/12

令和５年度末
ただし、令和５年度中
に施設整備に着手し、
令和６年度中に完了が
見込まれる場合には、
施設整備が完了する月
の末日又は令和７年３
月31日のいずれか早い
日とする

　家庭や学校に居場所のない子どもを対象とした居場所の提供や家庭環境・養育環
境の維持改善を目的として、子どもとその家庭が抱える多様な課題に応じた支援を
包括的に実施する居場所を整備するために必要な費用を補助する。

令和３年度交付要綱４
令和４年度交付要綱４

市町村  1/2  1/4  1/4 令和５年度末
　家庭や学校に居場所のない子どもに対して、子どもとその家庭が抱える多様な課
題に応じて、生活習慣の形成や学習のサポート、進路等の相談支援、食事の提供を
行うとともに、子ども・家庭の状況をアセスメントし、関係機関へのつなぎを行う
等の支援を包括的に提供するために必要な費用を補助する。

令和３年度交付要綱４
令和４年度交付要綱４

市町村  1/2  1/4  1/4 令和５年度末　家事・育児等に対して不安や負担を抱える子育て家庭、妊産婦、ヤングケアラー
等がいる家庭の居宅を、訪問支援が訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴すると
ともに、家事・育児等の支援を実施する際に必要な費用を補助する。

令和３年度交付要綱４
令和４年度交付要綱４

市町村  1/2  1/4  1/4 令和５年度末
　子どもとの関わりや子育てに悩みや不安を抱えている保護者に対し、親子の関係
性や発達に応じた子どもとの関わり方等を学ぶためのペアレントトレーニングを実
施するために必要な費用の補助やペアレントトレーニングを実施する際に必要な人
材の要請に必要な費用を補助する。

１３
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（１６）親子再統合（親子関係再構築）支援事業（別添４４）

指定都
市、児童
相談所設
置市

 1/2 －  1/2

（１７）こどもの権利擁護環境整備事業（別添４５） 都道府県  1/2  1/2 －

指定都
市、児童
相談所設
置市

 1/2 －  1/2

市町村

別添45の
２（１）
①以外

 1/2 －  1/2

（１８）社会的養護自立支援拠点事業（別添４６） 都道府県  1/2 1/2 －

指定都
市、児童
相談所設
置市

－

（１９）妊産婦等生活援助事業（別添４７） 都道府県  1/2  1/2 －

指定都
市、中核
市、児童
相談所設
置市

 1/2 －  1/2

市、福祉
事務所設
置町村

 1/2  1/4  1/4

（補助基準額）
３　補助基準額については、別表に定めるとおりとする。

（注３）③欄の「２２年度交付要綱」とは平成２３年１月１７日２２文科初第１３５３号・厚生労働省発雇児０１１７第１号文部科学事務次官・厚生労働事務次官連名通知の別紙「平成２２年
度子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交付要綱」のことを言う。

－

　虐待経験がありながらもこれまで公的支援につながらなかった者等が、相互の交
流を行う場所を開設し、必要な情報の提供、相談及び助言並びにこれらの者の支援
に関連する関係機関との連絡調整を行うとともに、これらの者が帰住先を失ってい
る場合等において、状況が安定するまで一時的に滞在させ、居住支援・生活支援を
行うために必要な費用を補助する。

 1/2  1/2

　
　社会的養護に係るこどもの権利が守られる体制を構築するため、意見表明等支援
やこどもの権利擁護機関の整備等のこどもの権利擁護の環境整備のための費用を補

助する。

　
　親子関係再構築支援を推進するため、支援メニューの充実や支援体制の強化を図
る際の費用を補助する。

都道府県  1/2  1/2 －

令和11年度末

（注８）③欄の「２７年度交付要綱」とは、平成２８年３月１１日厚生労働省発雇児０３１１第１３号厚生労働事務次官通知の別紙「平成２７年度子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども
基金）交付要綱」のことを言う。

（注９）③欄の「２８年度交付要綱」とは、平成２９年１月３０日厚生労働省発雇児０１３０第１号厚生労働事務次官通知の別紙「平成２８年度（平成２７年度からの繰越分）子育て支援対策
臨時特例交付金（安心こども基金）交付要綱」のことを言う。

－ 令和11年度末

－ 令和11年度末

（注１）③欄の「２０年度交付要綱」とは平成２１年３月５日２０文科初第１２７８号・厚生労働省発雇児第0305005号文部科学事務次官・厚生労働事務次官連名通知の別紙「平成２０年度子
育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交付要綱」のことを言う。

（注２）③欄の「２１年度交付要綱」とは平成２１年７月１日２１文科初第６４７６号・厚生労働省発雇児0701第9号文部科学事務次官・厚生労働事務次官連名通知の別紙「平成２１年度子育
て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交付要綱」のことを言う。

（注１５）④欄の「市」または「市町村」には、特段の記載がない限りは指定都市・中核市・児童相談所設置市を含む。

（注１４）③欄の「令和４年度交付要綱（第二次）」とは、令和４年１２月２３日厚生労働省発子１２２３第２号厚生労働事務次官通知の別紙「令和４年度子育て支援対策臨時特例交付金（安
心こども基金）交付要綱」のことを言う。

（注１３）③欄の「令和４年度交付要綱」とは、令和４年６月２３日厚生労働省発子０６２３第１号厚生労働事務次官通知の別紙「令和４年度子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基
金）交付要綱」のことを言う。

（注７）③欄の「２６年度交付要綱」とは、平成２６年３月２０日２５文科初第１４４５号・厚生労働省発雇児0320第5号文部科学事務次官・厚生労働事務次官連名通知の別紙「平成２６年度
子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交付要綱」のことを言う。

（注６）③欄の「２５年度交付要綱」とは、平成２６年２月６日２５文科初第１２４６号・厚生労働省発雇児0206第8号文部科学事務次官・厚生労働事務次官連名通知の別紙「平成２５年度子
育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交付要綱」のことを言う。

（注５）③欄の「２４年度交付要綱」とは、平成２４年１２月２８日２４文科初第９８７号・厚生労働省発雇児１２２８第３号文部科学事務次官・厚生労働事務次官連名通知の別紙「平成２４
年度子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交付要綱」のことを言う。

（注４）③欄の「２３年度交付要綱」とは、平成２３年６月２３日厚生労働省発雇児０６２３第１号厚生労働事務次官通知の別紙「平成２３年度子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基
金）交付要綱」のことを言う。

－ 令和11年度末

（注１２）③欄の「令和３年度交付要綱」とは、令和４年２月２１日厚生労働省発子0221第３号厚生労働事務次官通知の別紙「令和３年度子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交
付要綱」のことを言う。

（注１１）③欄の「令和２年度交付要綱（第二次）」とは、令和３年２月３日厚生労働省発子０２０３第４号厚生労働事務次官通知の別紙「令和２年度子育て支援対策臨時特例交付金（安心こ
ども基金）交付要綱」のことを言う。

　特定妊婦等が安心した生活を行うことができるよう、特定妊婦等に対して、支援
の必要性の把握を行うとともに、相談支援の実施や出産までの間、安心して生活を
送ることができる居場所の提供等を行うために必要な費用を補助する。

（注１０）③欄の「令和２年度交付要綱」とは、令和２年４月２４日府子本第４３８号内閣総理大臣通知の別紙「令和２年度子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交付要綱」のこ
とを言う。

（１６）親子再統合（親子関係再構築）支援事業（別添４４）

指定都
市、児童
相談所設
置市

 1/2 －  1/2

（１７）こどもの権利擁護環境整備事業（別添４５） 都道府県  1/2  1/2 －

指定都
市、児童
相談所設
置市

 1/2 －  1/2

市町村

別添45の
２（１）
①以外

 1/2 －  1/2

（１８）社会的養護自立支援拠点事業（別添４６） 都道府県  1/2 1/2 －

指定都
市、児童
相談所設
置市

－

（１９）妊産婦等生活援助事業（別添４７） 都道府県  1/2  1/2 －

指定都
市、中核
市、児童
相談所設
置市

 1/2 －  1/2

市、福祉
事務所設
置町村

 1/2  1/4  1/4

（補助基準額）
３　補助基準額については、別表に定めるとおりとする。

（注３）③欄の「２２年度交付要綱」とは平成２３年１月１７日２２文科初第１３５３号・厚生労働省発雇児０１１７第１号文部科学事務次官・厚生労働事務次官連名通知の別紙「平成２２年
度子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交付要綱」のことを言う。

－

　虐待経験がありながらもこれまで公的支援につながらなかった者等が、相互の交
流を行う場所を開設し、必要な情報の提供、相談及び助言並びにこれらの者の支援
に関連する関係機関との連絡調整を行うとともに、これらの者が帰住先を失ってい
る場合等において、状況が安定するまで一時的に滞在させ、居住支援・生活支援を
行うために必要な費用を補助する。

 1/2  1/2

　
　社会的養護に係るこどもの権利が守られる体制を構築するため、意見表明等支援
やこどもの権利擁護機関の整備等のこどもの権利擁護の環境整備のための費用を補

助する。

　
　親子関係再構築支援を推進するため、支援メニューの充実や支援体制の強化を図
る際の費用を補助する。

都道府県  1/2  1/2 －

令和11年度末

（注８）③欄の「２７年度交付要綱」とは、平成２８年３月１１日厚生労働省発雇児０３１１第１３号厚生労働事務次官通知の別紙「平成２７年度子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども
基金）交付要綱」のことを言う。

（注９）③欄の「２８年度交付要綱」とは、平成２９年１月３０日厚生労働省発雇児０１３０第１号厚生労働事務次官通知の別紙「平成２８年度（平成２７年度からの繰越分）子育て支援対策
臨時特例交付金（安心こども基金）交付要綱」のことを言う。

－ 令和11年度末

－ 令和11年度末

（注１）③欄の「２０年度交付要綱」とは平成２１年３月５日２０文科初第１２７８号・厚生労働省発雇児第0305005号文部科学事務次官・厚生労働事務次官連名通知の別紙「平成２０年度子
育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交付要綱」のことを言う。

（注２）③欄の「２１年度交付要綱」とは平成２１年７月１日２１文科初第６４７６号・厚生労働省発雇児0701第9号文部科学事務次官・厚生労働事務次官連名通知の別紙「平成２１年度子育
て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交付要綱」のことを言う。

（注１５）④欄の「市」または「市町村」には、特段の記載がない限りは指定都市・中核市・児童相談所設置市を含む。

（注１４）③欄の「令和４年度交付要綱（第二次）」とは、令和４年１２月２３日厚生労働省発子１２２３第２号厚生労働事務次官通知の別紙「令和４年度子育て支援対策臨時特例交付金（安
心こども基金）交付要綱」のことを言う。

（注１３）③欄の「令和４年度交付要綱」とは、令和４年６月２３日厚生労働省発子０６２３第１号厚生労働事務次官通知の別紙「令和４年度子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基
金）交付要綱」のことを言う。

（注７）③欄の「２６年度交付要綱」とは、平成２６年３月２０日２５文科初第１４４５号・厚生労働省発雇児0320第5号文部科学事務次官・厚生労働事務次官連名通知の別紙「平成２６年度
子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交付要綱」のことを言う。

（注６）③欄の「２５年度交付要綱」とは、平成２６年２月６日２５文科初第１２４６号・厚生労働省発雇児0206第8号文部科学事務次官・厚生労働事務次官連名通知の別紙「平成２５年度子
育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交付要綱」のことを言う。

（注５）③欄の「２４年度交付要綱」とは、平成２４年１２月２８日２４文科初第９８７号・厚生労働省発雇児１２２８第３号文部科学事務次官・厚生労働事務次官連名通知の別紙「平成２４
年度子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交付要綱」のことを言う。

（注４）③欄の「２３年度交付要綱」とは、平成２３年６月２３日厚生労働省発雇児０６２３第１号厚生労働事務次官通知の別紙「平成２３年度子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基
金）交付要綱」のことを言う。

－ 令和11年度末

（注１２）③欄の「令和３年度交付要綱」とは、令和４年２月２１日厚生労働省発子0221第３号厚生労働事務次官通知の別紙「令和３年度子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交
付要綱」のことを言う。

（注１１）③欄の「令和２年度交付要綱（第二次）」とは、令和３年２月３日厚生労働省発子０２０３第４号厚生労働事務次官通知の別紙「令和２年度子育て支援対策臨時特例交付金（安心こ
ども基金）交付要綱」のことを言う。

　特定妊婦等が安心した生活を行うことができるよう、特定妊婦等に対して、支援
の必要性の把握を行うとともに、相談支援の実施や出産までの間、安心して生活を
送ることができる居場所の提供等を行うために必要な費用を補助する。

（注１０）③欄の「令和２年度交付要綱」とは、令和２年４月２４日府子本第４３８号内閣総理大臣通知の別紙「令和２年度子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）交付要綱」のこ
とを言う。


